
本事業は、 西海市江島沖の海域において、 ジャパン・リニュ ーアブル ・エナジー株

式 会社が、 総出力 247MWの善床式の洋上風力発電施設の 設置を検討しているもの

である。

再生可能エネルギーの導入 ・普及に資するもので地球温暖化の観点から望ましいも

のであるが、洋上風力発電の環境影響については十分に解明されていない点もあるこ

とから、方法書に記載の調査、予測及び評価の確実な実施はもとより、下記の事項を

十分留意したうえ、適切に環境影響評価を実施すること。

また、それらの検討の経緯及び内容については、準備書以降の園書に適切に記載す

ること。

記

1 . 全体的事項

(1)環境影響評価については、環境影響評価法その他関係法令等に基づき、適切に

行うこと。

(2)設置 する風力発電施設の1 基当たりの規模やその配置等が確定していないこと

から、事業計画を具体化 する過程における検討事項及び結果、経緯を準備書へ詳

細に記載すること。

(3)対象事業実施区域について、西海市が「風力発電等に係るゾーニング導入可能

性検討モデル事業」により保全エリア、事業推進エリア等に 区分 するゾーニング

計画書を策定していることから、西海市と十分に協議 ・調整を行ったうえで、事

業計画を検討 すること。

(4)海洋再生可能エネルギーの導入に当たっては、地元との合意が形成され、地域

の活性化が図られることが重要であり、また、漁業との共生が不可欠であること

から、事業計画に関 する情報を積極的に開示するとともに、専門家、利害関係者

及び住民等への十分な説明・協議を行い、関係者の理解と協力が得られるよう十

分に配慮すること。

(5)地域住民等に対する説明会等においては、圏表や写真、動画などを活用し、わ

かりや すく説明すること。

(6)環境影響評価方法書及びその要約書における記述の誤り、 不足等については、

環境影響評価準備書において、 訂正、 追加して記載すること。

2. 個別事項

(1)騒音及び超低周波音

騒音及び超低周波音については、対象事業実施区域周辺の気象状況や地形等を十
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